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○論説：世界の弁護士市場の動きと日本の法律
　　　　事務所の現状
下條正浩*
Ⅰ．アジアの法律事務所及び世界の法律事務所
　The American Lawyer が 2014 年 1 月 1 日に発表した The Asia 50 によ
れば、アジア・パシフィック地域に本拠地を有する法律事務所の所属弁護士
数による上位 10 位の内訳は中国が 6、オーストラリアが 4 となっている。
ただし、このうち、中国の Dacheng と Yingke は多くの事務所が統一した
ブランドで集まっている事務所であるといわれている。欧米の大法律事務所
に対抗するため、中国は国策として大法律事務所の育成を図っている。
　欧米型のパートナシップ形態をとるといわれている King & Wood は 2012
年 3 月にオーストラリアの Mallesons を買収し、King & Wood Mallesons
になった。2013 年 7 月には、イギリスの SJ Berwin と提携した。現在、
1800 人のローヤーと 380 人のパートナーを擁し、4 位に入っている。なお、
中国は中国の法曹資格者である律師と外国弁護士とのパートナーシップを認
めていないので、King & Wood は国内では King & Wood として活動し、
海外では King & Wood Mallesons として活動している。
　 イ ギ リ ス の Herbert Smith は オ ー ス ト ラ リ ア の Freehills と 合 併 し、
Herbert Smith Freehillsとなった。しかし、Freehillsの方が弁護士数が多かっ
たので、The Asia 50 においてはオーストラリアの法律事務所として 3 位に
入っている。
　つぎに、上位 20 位をとってみると、中国が 10、オーストラリアが 7、韓国、
シンガポールとインドがそれぞれ 1 となっている。いまだに日本の事務所は
表れてこない。
* 学習院大学法科大学院特別招聘教授・弁護士
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　では上位 30 事務所ではどうであろうか？上位 30 位では、中国が 13、オー
ストラリアが 9、日本が 4、韓国が 2、シンガポールとインドがそれぞれ 1
となっている。ここでようやく日本の事務所が 4 つ入ってくるのである。
　日本の経済力に比べ、これほどまでに日本の法律事務所のアジアにおける
存在感がないのはなぜであろうか？
　日本の法律事務所がトップ 20 に入っていない一つの理由としては、日本
弁護士連合会（以下、“ 日弁連 ” という）が組合型法律事務所については複
数の事務所を認めていないことが挙げられる。すなわち、組合型法律事務所
である限り、東京と大阪の法律事務所が合併することはできないのである。
ただし、弁護士法人となれば支店の開設を認められているので、東京と大阪
の法律事務所が弁護士法人となって合併することは可能であろう。
　インドにおいても、古いイギリスのルールを踏襲していて法律事務所は
20 人以上のパートナーを持つことはできないそうである。そこで、17 位に
入っている Amarchand はニューデリー、ボンベイ等に所在する複数のパー
トナーシップ法律事務所の集まりであるといわれている。
　ちなみに、外務省のホームページ等によれば、日本、韓国、オーストラリ
ア、シンガポール、中国の総人口、弁護士人口、名目 GDP を比較すると、
次のようになっている。
　以上のほかに、インターナショナルな事務所として、アメリカとイギリス
の事務所がアジア地域に進出してきている。The American Lawyer1 及び日
1 “The Asia 50” The American Lawyer（http://www.americanlawyer.com/
id=1202635795425）2014 年 1 月 7 日閲覧。
総人口 弁護士人口 名目 GDP
日本 1 億 2780 万人 3 万 3000 人 5 兆 9597 億ドル
韓国 5000 万人 1 万 4000 人 1 兆 1558 億ドル
オーストラリア 2100 万人 5 万 7000 人 1 兆 4905 億ドル
シンガポール 540 万人 4486 人 2765 億ドル
中国 約 13 億人 約 30 万人 8 兆 2502 億ドル
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弁連の弁護士白書 2 によれば、これらの事務所がアジア・パシフィック地域
に擁している弁護士数は次のとおりである。
　どうしてこのように多くの英米の弁護士がアジア・パシフィック地域に進
出してきているのであろうか？もちろん、上記の数字は英米の資格を有する
弁護士の数だけではなく、現地の資格を有する弁護士の数も入っている。こ
のことは、現地の資格を有する弁護士があるいはパートナーとして、あるい
はアソシエイトとして英米の法律事務所のアジアにおける拠点に所属してい
るということを意味している。
　しかし、インドやインドネシアは外国弁護士の国内参入を厳しく制限し、
外国弁護士がインドやインドネシアにおいて事務所を持つことを許していな
い。 そ の た め、2014 年 1 月 15 日 付 の Global Legal Post3 は イ ギ リ ス の
Clifford Chance がインドネシアの法律事務所と提携したと報じている。多
くの上記のアジアに進出している欧米の法律事務所はシンガポールの支店か
ら出張ベースでインドやインドネシアの仕事をしているそうである。
　シンガポールも外国法律事務所によるシンガポール法のプラクティスを制
限している。2008 年に、シンガポール法を行うことができる Qualified 
2 日本弁護士連合会編著『弁護士白書』（2013 年版）111 頁参照。
3 “CC makes tie-up with M&A practice in Indonesia”, The Global Legal Post（http://
www.globallegalpost.com/big-stories/cc-makes-tie-up-with-ma-practice-in-
indonesia-24266249/）2014 年 1 月 15 日閲覧。
本拠国
アジア・パシフィック
地域の弁護士数
その内、東京におけ
る弁護士数
Baker & McKenzie 米国 1050 127
Norton Rose 英国 667 3
Clifford Chance 英国 393 47
Linklaters 英国 352 29
Allen & Overy 英国 378 8
Freshfields 英国 212 21
Squire Sanders 米国 116 21
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Foreign Law Practices（“QFLP”）が認められたので、外国法律事務所は
QFLP に移行し、2013 年 2 月 19 日のシンガポール法務省のリリース 4 によれ
ば、これまでに 10 の外国法律事務所が QFLP として認可されたとのことで
ある。その内訳は、イギリスを本拠地とする法律事務所が 5 つ、アメリカを
本拠地とする法律事務所が 5 つである。
　目をさらに世界に転じると、日本に進出している英米の法律事務所の世界
展開は弁護士白書 5 によれば、別紙 1 のとおりである。
　これをみると、英米の法律事務所のいくつかにおいて過半数の弁護士は自
国以外の国に所在しており、また、マネージング・パートナーも自国の弁護
士でない法律事務所も出てきており、英米の法律事務所というよりグローバ
ルな法律事務所となっている。
　グローバルな法律事務所の中には、Verein という形態をとっているとこ
ろがある。Verein とは何か？
　DLA Piper の ホ ー ム ペ ー ジ に よ れ ば、DLA Piper は DLA Piper 
International LLP と DLA Piper LLP（US） と か ら な り、 両 者 は DLA 
Piper Global（a Swiss verein）のメンバーである。DLA Piper Global（a 
Swiss verein）は法律事務を提供しない管理のための組織である。これはス
イス法上の組合と思われる。同様に、DLA Piper International LLP も法律
サービスは提供せず、その傘下にある各国の組織体が法律サービスを提供す
る。DLA Piper International LLP の傘下に DLA Piper Japan がある（別紙
2 参照）。
　このようなグローバルな法律事務所はどのような仕事をしているのであろ
うか？もちろん会社や工場の設立や現地の法律に基づく許認可の取得等現地
の法律に関する事項は現地の法曹資格を有する者でなければできない。それ
ではアジアに在住する英米の法曹資格を有する者の存在意義はどこにあるの
であろうか？
4 シンガポール法務省ホームページ（http://www.mlaw.gov.sg/news/press-releases/
award-of-second-round-qflp-licences.html）2014 年 1 月 17 日閲覧。
5 前掲注 2）『弁護士白書』115 頁参照。
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　それはいまだ発展段階にある現地の弁護士にはできなような高度な法律的
な知識を必要とする仕事をするという点にある。M&A、合弁契約、航空機
リース、プロジェクト・ファイナンス、いろいろな原資産の証券化、資源開
発プロジェクト、有価証券の発行・上場、国際訴訟・仲裁等の仕事をしてい
るのである。
　一例をあげれば別紙 3 のような事業 6 がある。
　これは海外で行われる水道、道路、鉄道等のインフラ整備事業にいくつか
の企業、機関が関わることを図示したものである。一見して分かるとおり、
このような事業には、非常に多くの企業、機関がクロスボーダーで関わって
おり、プロジェクト契約、コンソーシアム契約、ファイナンス契約、コンス
トラクション契約等様々な契約が締結される。それゆえ、事業に関係する法
律も様々な国のものとなり、それらは複雑に絡み合うことになる。このよう
な高度の法律知識及び経験を必要とする事業において英米の法曹資格を有す
る弁護士が活躍しているのである。
　従来は、このようなインフラ整備事業の場合、外国企業が主体となって行
う事業に日本企業は少数の持分でのみ関わりを持つというのがほとんどだっ
たが、最近では日本企業が主体となってインフラ整備事業を主導するという
ケースが出てきている。図の中央にある事業会社は、例えば東南アジアであ
れば、ベトナムとかインドネシア、マレーシアの企業である。事業会社には
スポンサー、EPC コントラクター（Engineering Procurement and Construction 
Contractor）、融資金融機関が関わりを持つが、事業会社以外のすべての関
係当事者が日本企業であるようなプロジェクトが出てきている。もっとも、
残念なことであるが、このような事業案件に日本の法律事務所がリード・カ
ウンセルとして使われるということはほとんどない。このような事業に関す
る契約の準拠法、特にファイナンスの準拠法がイギリス法であったり、ニュー
ヨーク州法であったりするために、日本の法律事務所がこのような案件を引
き受けることはどうしても難しいのである。このような案件を日本の法律事
6 拙著「経済のグローバル化と弁護士の将来」日本法社会学会編　法社会学第 76 号『法
曹の新しい職域と法社会学』（有斐閣、2012）95 頁。
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務所が引き受けることができるようにするためには、ニューヨーク州のア
トーニーやイギリスのソリシタと日本の弁護士がパートナーシップを組める
ようにすることが必要であるが、これは日本においてインターナショナル・
パートナーシップが認められるかどうかという問題である。日弁連は従来か
ら外国のローヤーは弁護士法 72 条にいう弁護士でない者であり、従って、
弁護士法 27 条により弁護士は外国のローヤーと提携することはできないと
いっている。アメリカはかねてから日本に対してインターナショナル・パー
トナーシップの許容を要求しており、日本政府は法務省が真摯に検討を続け
ていくと回答しているが、今のところ実現してはいない。私は「自由と正義」
の 2009 年 10 月号 7 に現在の弁護士法を変更しなくてもインターナショナル・
パートナーシップは可能であるという論文を書いたが、日弁連は従来の見解
通りそのようなことはできないと否定的な見解を示している。前出の The 
American Lawyer は世界の法律事務所のランキングを発表しているが、そ
のランキングに入るためには世界各国のローヤーとパートナーシップを組成
し世界各国で法律事務を行うことが不可欠であるが、日弁連の見解によれば、
日本の法律事務所は世界的に業務を展開したり、世界の法律事務所のトップ・
リーグに入る必要はないというものであり、また日本弁護士はトップ・リー
グに入っている欧米の法律事務所のアソシエイトになってもよいが、パート
ナーになってはならないというものであり、日弁連の見解には大きな疑問を
呈さざるを得ないし、日本弁護士や日本の法律事務所の発展を阻害している
といわざるを得ないであろう。
　平成 13 年 6 月 12 日に発表された司法制度改革審議会の意見書 8 は、「弁護
士が国際化時代の法的需要に十分対応するため、専門性の向上、執務体制の
強化、国際交流の推進、法曹養成段階における国際化の要請への配慮等によ
り、国際化への対応を抜本的に強化すべきである」とうたっている。上記意
7 拙著「日本弁護士のグローバル化の可能性と将来像」自由と正義 Vol.60（2009）49-56 頁。
8 首相官邸ホームページ「司法制度改革審議会意見書－ 21 世紀の日本を支える司法制度
－」（平成 13 年 6 月 12 日）（http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/report/ikensyo/）
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見書を受けて 2002 年 3 月 19 日の日弁連の司法制度改革推進計画 9 は「国際化
時代の法的需要に充分対応するため、弁護士の専門性の向上、執務体制の強
化等を推進するとともに、日本弁護士と、外国法事務弁護士との提携、協働
を積極的に推進することに関し、必要な検討を経たうえ、所要の取組を行う」
と格調高く述べている。しかし、その後日弁連における国際化への対応は遅々
として進んでいなかったので、私は日弁連の国際活動に関する協議会の議長
として、国際化の抜本的強化のための提言やインターナショナル・パートナー
シップの許容等の提言をしてきた。これに対する日弁連の回答は私を協議会
の議長から解任することであり、インターナショナル・パートナーシップは
認めないということであった。
Ⅱ．日本企業のアジアへの進出
　東洋経済の 2013 年 7 月 18 日付の記事 10 によれば、日本企業のアジアへの
進出は次のとおりである。
9 首相官邸ホームページ「日本弁護士連合会司法制度改革推進計画－さらに身近で信頼
される弁護士をめざして－」（2002 年 3 月 19 日）（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/
sihou/keikaku/bengosikai.html）
10 東洋経済 ONLINE「最新「海外進出先ランキング」トップ 50 －中国のシェア低下の一
方で急浮上するインドネシア－」（2013 年 7 月 18 日）（http://toyokeizai.net/articles/-/ 
15578）
2012 年 累計
中国 211 6091
タイ 61 1853
香港 22 1220
シンガポール 28 1111
台湾 15 989
インドネシア 70 862
マレーシア 19 829
韓国 23 815
ベトナム 42 612
インド 40 581
フィリッピン 6 463
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　これらの数字は上場企業はじめ国内有力企業を対象として集計されたもの
である。したがって、中小企業をいれればさらにこれらの数字は増えるはず
である。
　また、2013 年 10 月 8 日の日本経済新聞 11 によれば、日本で拠点閉鎖に追
い込まれた中小企業がタイで復活しているとのことである。
　ということはいかに多くの日本企業がアジアに進出しているかを示すもの
である。これに対して、日本弁護士は期待される役割を十分に果たしてきて
いるのであろうか？
　現地に進出している日本企業は日本の弁護士の助けを必要としている。現
地の法律に関する事項であっても、現地の資格を有する弁護士による説明は
法律専門家でないとわからない場合がある。その様な場合に、現地に進出し
ている日本企業は日本の弁護士のアドバイスが必要であると感じているので
ある。
　日本の弁護士が現地にいなければ、現地にいる欧米の弁護士資格を有する
弁護士に相談にいっているそうである。そのような欧米の弁護士もいない場
合には、法曹資格を有しないコンサルタントのところへ行っているそうであ
る。
　つぎに、より高度の法律知識や経験を必要とする事項について日本弁護士
のアドバイスを必要としている。現地の弁護士の法律知識・経験レベルは必
ずしも高くない場合があり、進出している日本企業の要求に必ずしも答えら
れないことがあるのである。
　現在、日本の法律事務所は、中国の北京や上海、ベトナムのホーチミンや
ハノイ、シンガポール、タイのバンコック、ミャンマーのヤンゴン等に支店
を出して、現地の上記のような需要に対応しようとし始めたところである。
　2014 年 1 月現在、日本の五大事務所の海外支店の設置状況は、各事務所
のホームページによれば、つぎのとおりである。
11 「日本の中小　タイで再起」日本経済新聞朝刊（2013 年 10 月 8 日付）（http://www.
nikkei.com/article/DGXDZO60778400Y3A001C1FFE000/）
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Ⅲ．日本企業による海外進出
　ユニクロを運営するファーストリーテイリングは、2014 年 8 月期の売り
上げ予測 12 において海外売り上げ（3,500 億円）は日本の売り上げ（7,200 億円）
の約半分としている。楽天も加速度的にグローバル展開を拡大しているとの
ことである。
　2013 年 6 月 3 日の朝日新聞の記事 13 によれば、経営トップや本社機能の一
部を海外に移す日本企業が増えているそうである。たとえば、サンスターは
MBO によりスイス法人に事業統括管理機能を移転した。歯磨き用品製造大
手のサンスターは 2007 年 2 月 14 日、経営陣による自社株取得（MBO）を
行い、株式を非公開にすると発表した。同社の金田博夫会長が代表を務める
スイス法人 Sunstar SA が、日本の子会社（SSA）を通じ、35.80％（議決権
ベース）にあたる 1935 万 1000 株を下限として株式公開買付け（TOB）を
実 施 し た。 公 開 買 付 後 に、 全 部 取 得 条 項 付 株 式 を 発 行 し、SSA、
STARLECS 及び持株会以外の株主の株式を取得した。
　つぎに、日本企業による海外企業の買収も次のような大型案件が出てきて
いる。
例 1 ：2006 年に日本板硝子がイギリスのピルキントンを買収した。 
12 株式会社ファーストリテイリングホームページ「2014 年 8 月期第 1 四半期業績および
通期見通し」（2014 年 1 月 9 日）（http://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ 
20140109_results.pdf）
13 「海外、まず自分が出よう」朝日新聞朝刊（2013 年 6 月 3 日付）（http://www.asahi.
com/shimen/articles/TKY201306020327.html）
西村あさひ法律事務所
北京、ホーチミン、ハノイ、シンガポー
ル、ヤンゴン、バンコク
長島・大野・常松法律事務所 シンガポール、ニューヨーク
森・濱田松本法律事務所
北京、上海、シンガポール、（バンコク
デスク）
アンダーソン・毛利・友常
法律事務所
シンガポール、上海、北京
TMI 総合法律事務所
上海、ヤンゴン、シンガポール、ホーチ
ミン、ハノイ、北京
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　日本板硝子のホームページによれば、
　　　①　 2013 年 3 月期のグループ売上高は約 5213 億円、グループ従業員
数は約 28,000 人。世界 30 カ国に製造拠点を持ち、130 ヵ国以上
で製品の販売を行っている。
　　　②　 グループ売上の地域別内訳はヨーロッパ、日本を含むアジア、北
南米の 3 地域でほぼ 1/3 ずつである。
　　　③　 取締役 8 名中 3 名が外国人である。
　　　④　 執行役及び執行役員 27 名中 11 名が外国人である。
例 2 ：武田薬品によるスイスのナイコメッド社の買収（2011 年 9 月 30 日） 
　武田薬品は 2011 年 9 月 30 日に、96 億ユーロでスイス法人である
Nycomed A/S の買収を完了し、100％子会社とした。
例 3 ：ソフトバンクによるアメリカのスプリント・ネクステルの買収 
　2012 年 10 月 15 日にソフトバンクは米国のスプリント・ネクステル・
コーポレーションの事業に 201 億米ドルを投資し、最終的には同社の
70％株主になることを発表した。
例 4 ：LIXIL によるルクセンブルグに本社を有するグローエ社の買収  
　LIXIL は 2013 年 9 月 26 日、日本政策投資銀行とともにグローエ・グ
ループの株式の 87.5％を取得すると発表した。この件に関して、
Linklaters が LIXIL を代理している 14。
例 5 ：サントリーによるビーム社の買収  
　2014 年 1 月 13 日に、サントリーは米国蒸留酒最大手のビーム社を総
額 160 億ドルで買収することで同社と合意したと発表した。The 
14 “LIXIL Corporation to Acquire the Shares of GROHE Group” Business Wire（http://
www.businesswire.com/news/home/20130926005663/en/LEXIL-Corporation）2014 年
1 月 28 日閲覧
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American Lawyer15 によれば、この件に関して、サントリー側はアメリ
カの Cleary Gotlieb Steen & Hamilton が代理し、ビーム側はアメリカ
の Sidley Austin が代理しているそうである。
　このような大型案件において、日本の法律事務所はリード・カウンセルと
して日本企業を代理しているのであろうか？残念ながら日本の法律事務所の
活躍できる場面は日本法の分野に限られている。欧米における法律事務をこ
なす実力がないからである。しかし、中国の King & Wood がオーストラリ
アの Mallesons を合併したように、日本の法律事務所が欧米の法律事務所と
合併すれば、このような大型案件を取り扱うこともできるようになるのでは
なかろうか。
Ⅳ．外国の法律の日本企業への適用
1．米国証券取引法
　日本企業同士の企業統合であっても外国投資家が関係する場合には米国
の証券取引法がかかわってくる場合がある。たとえば、合併される会社（消
滅会社）にアメリカ在住の投資家が 10％以上いる場合には、アメリカの
投資家に対して日本の存続会社の株式がオファーされることからアメリカ
の証券取引法により SEC（Securities and Exchange Commission）に有
価証券届出書（Form F4）を提出しなければならないとされている。これ
は米国証券取引法は米国の投資家を保護するものであるからとされてい
る。
　すでに多くの日本企業が企業統合にあたって SEC に有価証券届出書を
提出している 16。
・最近の Form F4 の提出例：
15 “Cleary, Sidley Line Up $16 Billion Beam Sale” The American Lawyer（http://www.
americanlawyer.com/id=1202638122255）2014 年 1 月 14 日閲覧。
16 「米 SEC 開示ルール「フォーム F4」日本企業の「統合」揺さぶる」日本経済新聞朝刊（2011
年 1 月 21 日付）
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　2009 年 11 月 25 日  損保ジャパンと日本興亜による共同持株会社の
設立について
　2009 年 12 月 28 日  新日石と新日鉱による共同持株会社の設立につ
いて
　2010 年 11 月 8 日  中央三井トラストと住友信託との株式交換につ
いて
　2011 年 2 月 10 日  パナソニックによる三洋電機との株式交換につ
いて
　2011 年 11 月 8 日  三井住友フィナンシャルグループによるプロミ
スとの株式交換について
　なお、日本企業同士の現金による公開買付の場合には、アメリカの株主
を勧誘の対象から外すことが認められ、Form F4 の提出を免れることが
できるとされている。その場合には、公開買付届出書等において、当該公
開買付は米国に向けて行われるものではないことや米国内からの応募はで
きないことが記載される。また、アメリカの株主を公開買付の勧誘の対象
とする場合でも、公開買付書類の英訳を交付するという簡易な方法も認め
られている。
　この有価証券届出書（Form F4）の提出については米国のローヤー、会
計士等に依頼する必要があり、詳細な開示が要求され、また、米国会計基
準又は国際会計基準による財務諸表の作成が義務づけられているので、相
当のコストと時間がかかる。
　日本の金融庁では公募増資や第三者割当増資は既存株主の権利の希薄化
を伴うことから、既存株主に株式を取得する権利を与えるライツ・オファ
リングをやりやすくすることが検討されているが、その際、発行会社の株
主のうちにアメリカ在住の株主が 10％以上いれば、合併の場合と同様に
アメリカにおいて有価証券届出書を提出する必要が出てくる。そこで、金
融庁開示制度研究会法制専門研究会では日本の会社がライツ・オファリン
グをする場合に、アメリカの株主にも新株予約権を割り当てるが、その行
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使を制限することが株主平等原則に反しないかを検討しその結果を報告し
た 17。
　同報告書においては、ブルドッグ・ソース事件の判例の背後にある必要
性と相当性を検討した。まず、必要性については、外国の当局に対する登
録手続きを履行するためには事務・コスト負担を要し、円滑な資金調達に
支障を来す場合があり得るので、本件のような行使制限を利用する必要性
があるとする。つぎに、相当性については、ライツ・オファリングにかか
る新株予約権が上場されることにより流動性が確保され、市場価格での取
引により経済的利益の回収が可能な状況にある場合には、権利行使を制限
される外国株主は、新株予約権を市場で売却できるので、他の株主と比べ
て経済的不利益を受けることはないといえるとしている。
2．海外の独占禁止法
　（1）米国の独占禁止法
　米国の独占禁止法上、カルテル等の反競争的な行為が米国市場に悪影
響を与える場合には（効果理論）、問題となる行為が外国で行われてい
ても米国独占禁止法を適用するとされている。
・米国独占禁止法の日本企業への適用事例：
17 金融庁ホームページ「金融庁・開示制度ワーキング・グループ法制専門研究会報告 ～
ライツ・オファリングにおける外国証券規制への対応と株主平等原則の関係について
～」（2011 年 9 月 14 日）（http://www.fsa.go.jp/news/23/sonota/20110916-4/02.pdf）
2011 年 9 月 30 日 古河電工は自動車用ワイヤーハーネス・カル
テルに関する米国司法省との司法取引によ
り、罰金 2 億ドルを支払うことを合意した。
2012 年 4 月 24 日 フジクラは自動車用ワイヤーハーネス・カル
テルに関する米国司法省との司法取引によ
り、罰金 2000 万ドルを支払うことを合意し
た。
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　（2）EU の独占禁止法
　EU の競争当局も同様の考えをとり、EU の独占禁止法を海外の企業
に適用している。
・EU 独占禁止法の日本企業への適用事例：
2013 年 3 月 25 日付
朝日新聞
自動車部品を巡る国際カルテル事件で、矢崎
総業、古河電工、デンソーと埼玉県の部品メー
カーの日本人社員 12 名が禁錮 1 ～ 2 年の実
刑を受けた。
2013 年 5 月 27 日付
日本経済新聞
矢崎総業は自動車部品カルテルで 4 億 7 千万
ドルの罰金を科せられた。
2013 年 9 月 19 日 米国司法省はフジクラの 2 名の役員をスバル
の自動車部品に関する価格固定に関与したと
して起訴したと発表した。
2013 年 10 月 10 日 自動車用シートベルト・メーカーであるタカ
タは米国独禁法違反について、7130 万ドル
を支払うという司法取引合意をした。
2014 年 1 月 17 日 小糸製作所は自動車用ランプ及び自動車用
HID ランプ用バラストに関する米国独占禁
止法違反について、5660 万米ドルの罰金を
支払うという司法取引合意をしたと発表し
た。
2009 年 10 月 電力変圧器の市場分割カルテルを行ったとし
て、富士電機、日立、東芝その他 6 社に対し
て総額6764万4000ユーロの制裁金を課した。
2011 年 10 月 ブラウン管ガラスの価格カルテルに関して、
日本電気碍子、旭硝子及びドイツ企業に対し
て、総額1億2800万ユーロの制裁金を課した。
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　（3）中国の独占禁止法（企業結合規制）
　企業結合を行う全ての事業者の、直近会計年度における全世界の売上
高の合計が 100 億元を超え、かつ、そのうち 2 以上の事業者の直近会計
年度における中国国内での売上高がそれぞれ 4 億元を超える場合は、企
業結合が第三国で行われるときであっても、中国において企業結合の届
け出が必要である。
例： 日本のメガバンクと日本のメガ商社がインドネシアにおいて合弁事
業をする場合
3．外国贈収賄禁止法
　アメリカは 1977 年に外国公務員に対する商業目的での贈賄行為を違法
とする「海外腐敗行為防止法」を制定し、海外市場における公正な競争を
確保するため、腐敗行為の防止への取り組みを各国に働きかけた。これを
受けて、1997 年 12 月に、OECD において、「国際商取引における外国公
務員に対する贈賄の防止に関する条約」が採択され、同条約は 1999 年 2
月に発効した。日本においても、1998 年に不正競争防止法を改正し、日
本企業の海外における贈賄行為を禁止している。イギリスも 2010 年に贈
収賄禁止法を制定し、2011 年 7 月から施行されている。ここにおいて注
意すべきは、アメリカの「海外腐敗行為防止法」は米国証券取引委員会に
対して継続開示義務を負っている日本企業や日本企業の米国子会社等にも
適用されることである。また、イギリスの「贈収賄禁止法」はイギリスに
おいて事業活動を行う企業に適用があることである。したがって、いずれ
2012 年 12 月 パナソニックはブラウン管カルテルで、1 億
5700 万ユーロの罰金を科せられた。
2013 年 7 月 10 日 欧州委員会はワイヤハーネスのカルテルに関
して自動車部品メーカーである住友電気工
業、矢崎総業、古河電工等に対し、総額 1 億
4179 万 1000 ユーロの課徴金を課した。
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の法律も日本企業に適用される可能性があるのである。
・アメリカの海外腐敗行為防止法の日本企業への適用事例 18：
Ⅴ．日本の弁護士はどのようにすべきか
　以上のような日本企業の海外進出や日本企業に対する外国の法律の適用を
受けて日本の法律事務所及び弁護士はどのような対応をすべきであろうか？
　まず、日本企業のアジア進出に際しての法律的な支援についてであるが、
大手法律事務所はアジア各国に支店を設けたり、アジア各国の法律事務所と
提携したりして、国際的展開の動きを見せている。西村あさひ法律事務所で
は、2010 年に北京事務所、ホーチミン事務所、2011 年にハノイ事務所、
18 株式会社日本能率協会総合研究所「平成 23 年度 中小企業の海外展開に係る不正競争
等のリスクへの対応状況に関する調査（外国公務員贈賄規制法制に関する海外動向調
査）報告書」平成 24 年 3 月（http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/zouwai/
pdf/chousa_houkokusho.pdf）
2011 年 4 月 6 日 日揮は米国会社等とブラジルに合弁会社を設立
し、ナイジェリアにおける LNG 施設の建設受
注に入札した。その際、丸紅等を通してナイジェ
リア政府高官に対して贈賄することを共謀した
として起訴され、米国司法省と司法取引をし、
2 億 1880 万ドルを支払うことを合意した。
2011 年 9 月 16 日 ブリジストンはマリンホース等の工業用品に関
し中南米における海外エージェントを通じた外
国公務員に対する不適切な支払いについて米国
司法省との司法取引により 2800 万ドルの罰金
を支払うことを合意した。
2012 年 1 月 18 日 上記のナイジェリア政府高官に対する贈賄を
仲介した丸紅は米国司法省との司法取引をし、
5460 万ドルを支払うことを合意した。
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2012 年にシンガポール事務所、2013 年にヤンゴン事務所、バンコク事務所
を開設している。このような動きは日本の法律事務所及び弁護士が今後目指
す方向であろう。
　日本の弁護士は東南アジアのいずれかの都市にある現地法律事務所に出向
してその国の法律、慣習、文化を身につけ、その国の法律が許せば、その国
において日本の外国法事務弁護士に相当する資格を得て、日本の法律事務所
の現地支店として現地に進出している日本企業に対して法律上のアドバイス
をすることが考えられる。もちろん現地の法律については資格がない限りア
ドバイスはできないから、現地の弁護士と協働することが必要となる。すな
わち、現地における会社の設立、従業員の雇用、工場の建設、許認可の取得
等は現地法の問題であるので、現地の弁護士の協力を仰がなければならない。
その際、現地の法律が許せば、日本の法律事務所の支店は現地の弁護士を雇
用することができるが、そうでない場合には現地の法律事務所と提携するこ
とになる。これに対して、高度な M&A、合弁契約、ファイナンス、紛争処
理、危機管理等については現地弁護士は必ずしも十分なノウハウを持ってい
ないので、日本弁護士が活躍する場面はありうる。実際に、現地弁護士が十
分な知識ノウハウを持っていない場合であって、日本の弁護士がいない場合
には、米英やオーストラリアの弁護士やコンサルタントの助けを得ているそ
うである。
　つぎに、日本企業が欧米の独占禁止法、証券取引法、贈賄防止法等の適用
を受ける場合においては、これらの分野に強い欧米の法律事務所に出向して、
数年間その分野でノウハウを得た後、帰国してこれらの事務所の東京支店に
おいて代表者として活躍することも考えられる。さらには、日本企業が海外
企業を買収しているように、日本の法律事務所が欧米の法律事務所を買収す
ることにより、これらの分野に関する法律実務を遂行する能力を獲得するこ
とが考えられる。
　以上みてきたように、いまや世界において各国の弁護士が競争している時
代になっているのである。アジアにおいても日本の弁護士が日本の企業に対
して適切なアドバイスができなければ、その企業は欧米の法律事務所に相談
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するのである。このような競争に打ち勝つためには、まず共通言語になって
いる英語力をつける必要があり、そのためには韓国がやっているように司法
試験に TOEIC の成績を入れることである。最近の韓国の弁護士会の会長は
皆英語を話し国際会議で発言するようになってきている。これに対して、日
弁連の会長、副会長はどうであろうか？　
　つぎに、多くの若者が司法試験を目指すように合格者の数を増やしていく
べきである。司法試験の受験者が増えれば、優秀な弁護士の層が厚くなり各
国の弁護士との競争において優位を持つことができるようになる。また、弁
護士になった人はどんどん海外に出ていき、修業を積むべきである。まず海
外での弁護士の仕事ぶりを実地で見て学んでいくことが必要であろう。
　最後に、日本の弁護士及び法律事務所が、日本の国力にあった存在感を少
なくともアジア・パシフィック地域でもつためには、日弁連が複数事務所の
禁止やインターナショナル・パートナーシップの禁止等の旧態依然とした規
制を速やかに改正すべきである。
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